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[代表] 谷 靖介（東京弁護士会登録）
[事務所所在地]
東京都（日本橋・上野）
千葉県（市川・船橋・津田沼・柏・千葉・成田）
茨城県（鹿島）

〔東京弁護士会所属〕

リーガルケアニュース

「介護現場における労災問題②」

今回のニュースレターでは、前回に続けて、介護事業所における職員の労災問題
に関する基本知識を取り上げました。
重大な労災事故が発生した場合、職員の就労意欲の低下、離職者の発生、利用者

離れによる収益減少など、経営そのものが危ぶまれます。
労災に伴う諸問題を決して軽視せず、民事・刑事・行政責任の解説と労災の起き

た場合の対処方法の概要をまとめました。

裏面へ

職員の労災防止のため、以下のような取り組みを
進めて、職場環境の改善を進めることが重要です。

１ 転倒事故の防止
・作業環境の整理整頓や清掃
・危険箇所の表示や滑り防止、滑りに
くい靴の用意
・重量物の制限

２ 腰痛防止
・始業前の準備体操、ストレッチ
・腰痛になりにくい介護技術の向上
・整骨院の通院補助

３ メンタルケア
・心身不調者への定期面談や通院のため
の勤務シフトの調整
・ハラスメントを行う利用者、利用者
家族への対処

４ 啓発・研修
・安全講習などで職員がケガをしやすい介護現場の
知識や対策方法の取得

二 労災発生に伴う法的責任一 介護事業所が労災防止に向けて取り組
むべきこと 介護事業において職員の労災が発生した際には、

使用者である介護事業者には、下記の法的責任が発
生し得ます。

①民事上の損害賠償責任
被害に遭った職員や遺族から労働災害で被った損

害について、不法行為や雇用契約に伴う安全配慮義
務違反を理由とした損害賠償を請求されることがあ
ります。
労災保険給付（いわゆる政府労災）の支給がなさ

れた場合、事業者は労災保険給付の価額の限度で損
害賠償の責任を免れますが、労災保険給付では精神
的苦痛に対する慰謝料や後遺障害の逸失利益など、
被害者の被った損害の全てがカバーされるわけでは
ありません。
事業者が民事上の損害賠償の責任を負う根拠は

「労働契約の付随義務として、労働者を災害から守
らなければならないという安全配慮義務に基づく債
務不履行責任」であり、損害賠償を認める裁判例が
多く見られます。
この場合、職員の不注意や落ち度（過失相殺）な

どが議論となることが多いといえます。

②刑事責任
労働安全衛生法では、事業者に対して労働災害防

止の事前予防のための安全衛生管理措置及び罰則が
定められており、これを怠ると刑事責任が課せられ
ます。
また職員の生命、身体、健康に対する危険防止の
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石川に生まれ、東京で幼少期を過ごす。1999年明治大学法学部卒業、2004年弁護士登録。日本弁護士連合会の
公設事務所プロジェクトに参加し、2005年、実働弁護士ゼロ地域の茨城県鹿嶋市に赴任。翌年には年間500名以
上の法律相談を担当し、弁護士不足地域での法務サービスに尽力する。弁護士法人リーガルプラスを設立し、複
数の法律事務所を開設し、介護医療事業への法務支援に注力。経営者協会労務法制委員会講師を務めるなど、講
演経験やメディア出演も多数。

弁護士法人リーガルプラス代表弁護士 東京弁護士会所属
介護法務研究会（C-LA）代表
谷 靖介（たに やすゆき）

〔東京弁護士会所属〕

介護事業の経営や運営に関する関係法令や通達、裁判例等を広く研究し、介護事業の経営者・管理
者や職員や関連業種への情報提供、教育等を目的とし、介護法務研究会（C-LA）を運営しています。
介護事業者のコンプライアンス体制の構築、法務体制の拡充を通じて、より良い介護事業運営に繋が
る支援を行っておりますので、お気軽にお問合せください。
http://www.bizserver1.com/kaigohoumu/index.html

《介護法務研究会（C-LA）のご案内》

[発行・お問い合わせ]
弁護士法人リーガルプラス 本部
TEL：03-6265-1686
電話受付時間：平日10：00～18：00
〒103-0027東京都中央区日本橋2-2-3リッシュビル4階401号
https://www.legalplus-kigyohoumu.net/kaigo/

注意業務を怠って、職員を死傷させた場合、業務上
過失致死傷罪（刑法第２１１条 業務上必要な注意
を怠り、よって人を死傷させた者は、５年以下の懲
役若しくは禁錮又は１００万円以下の罰金に処する。
重大な過失により人を死傷させた者も、同様とす
る。）に問われることがあります。

③行政責任
介護保険法では、介護労働者の法定労働条件の履

行確保を図るため、労働基準関係法令の遵守の徹底
を図ることが求められています。
発生した労災事故が労働安全衛生法違反や労災発

生の急迫した危険がある場合には、事業停止等の行
政処分を受けることがあります。また、重大な労災
事故が起きた場合は、以降、行政での実地指導や監
査対象にもなります。
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三 もし労災事故が起きてしまったら下記
のような対処が必要となります。

・休業４日以上の場合は、労働者死傷病報告を遅滞
なく労働基準監督署への報告

・労災保険の申請対応

・被害者の入院や治療への対応

・休職や復職、職場の人員シフトや業務体制の調整

・原因分析と再発防止施策の構築

・事業者側に安全配慮義務違反がある場合は、政府
労災に加えて民事賠償の検討

一つ一つの対処をしっかり行うことが重要です。

リーガルプラスでは、介護事業者様における労務問題、事故対応、ハラスメント対策、クレーム対応、リスクマ
ネジメント、債権回収などのお困りごとの他、行政対応やコンプライアンス体制構築に関するご相談など随時お受
けしています。経営者・管理者様の初回法律相談は無料です。
また、弁護士の研修講師の派遣も随時承っています。オンライン研修にも対応しておりますので、講師派遣をご

希望の方は、お気軽にお問合せください。

【ご相談・講師派遣のお問い合わせ先】
リーガルプラス 東京法律事務所

ＴＥＬ：０３－６２６５－１８１７（受付時間／平日１０：００～１８：００）
E-mail： taniyasuyuki@bengoshi-lp.com
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